
ASEAN地域へのセンサーネットワークの展開

に向けた提案

ー 「センサーネットワーク分科会」とりまとめ ー

平成23年7月5日

日ASEAN官民協議会
「センサーネットワーク」分科会

002545
タイプライターテキスト
資料３－２－４

002545
タイプライターテキスト



目 次

１．我が国からｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸをASEAN諸国に向けて提言

することの意義

２．ｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸが実装される分野の類型化

３．ASEAN諸国への提案コンセプトと重点対象国

４．ASEAN諸国への提案例

５．ASEAN地域へのシステム導入実現に向けた取組の概要

６．ASEAN地域へのシステム導入実現に向けたステップ

＜参考資料＞

･･･ ２

･･･ ３

･･･ ４

･･･ ７

･･･ 14

･･･ 15

･･･ 18



１．我が国からｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸをASEAN諸国に向けて提言することの意義

 センサーネットワークは、人やモノ、環境、エネルギー等の状態を様々なセンサーが認識し、そ
れらがデジタル情報として流通し、相互の関係性を明確にして分析し、リアルタイムな状況把
握や、時系列情報解析による推測を可能とするＩＣＴシステムである。

 センサーネットワークが実現することにより、環境負荷やエネルギー需給、防災、医療・福祉、
防犯・セキュリティ分野等、社会・経済活動の様々な分野での適切な管理、迅速な対応策の検
討が容易に可能となり、その社会的意義は極めて大きい。

 グローバル展開の観点からは、我が国は少子高齢化をはじめとする様々な社会的課題につ
いて「課題先進国」であり、こうした課題は今後ASEAN諸国をはじめとする諸外国も今後直面す

る重要な課題であると予想され、「課題解決型」システムへのニーズが期待されること、また、
新興国において今後発生する膨大な社会インフラ需要に対し、当該社会インフラの高度化・高
機能化にセンサーネットワークが寄与する可能性が極めて大きいこと等を踏まえると、ASEAN
諸国に向けてセンサーネットワークの普及を提言する意義は極めて大きいものと考えられる。

 更に、次世代ワイヤレス、M2M (Machine to Machine)、Iot (Internet of Things)、物聯網といった

新たな通信システムがセンサーネットワークを主な実装フィールドとして隆盛を迎えつつあり、
かつ、世界の主要企業もIEEE、ISO/IEC、ESTI、IETF、Zigbeeといった標準化の舞台で活発に活
動している状況を踏まえると、我が国ICT産業の国際競争力強化の観点からも、センサーネット
ワークの積極的な取組が極めて重要となっている。



２．ｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸが実装される分野の類型化

領域 適用分野 ｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸの具体的な活用事例

地球環境 大地、河川、湖沼、海洋、大気、宇
宙、生態 等

アメダス（AMeDAS；Automated Meteorological Data Acquisition 
System）等の気象や自然界の状況についてモニタリング

エネルギー 光、水力、風力、ガス、石油、

地熱、バイオ等
電力系統制御システムのように、エネルギーの供給源の状況
やその流通状況についてモニタリング

生産製造 農林水産物の育成及び管理、

製造、建設、物流等
農業や生産施設、建設現場のように製造にかかわる設備や
製造過程、また、物流の状況をモニタリング

施設設備 施設内環境、設備利用状況、

セキュリティ、業務商業、居住等
ファシリティマネジメントシステムのようにビルや店舗、住宅等
の稼働状況、エネルギー消費状況等をモニタリング

交通基盤 道路、鉄道、橋梁、港湾、空港、船
舶、自動車、航空機、マストラ等

インターネットITSや鉄道運行管理ネットワーク等の交通施設の

稼働状況や安全管理等をモニタリング

都市基盤 清掃、リサイクル、水処理、共同溝、
市場、公園、水辺等

統合都市管理システムのように、都市における供給処理基盤
や公共施設の管理やエネルギー消費状況をモニタリング

類型的整理

センサーネットワークは多様な分野で活用可能であるところ、実装が想定される分野は次の６つの類
型に分類できると考えられる。



３．ASEAN諸国への提案コンセプトと重点対象国

① 社会インフラ組込型モデル～相手国のニーズの高い社会インフラにセンサーネットワークを組み込んだモデル～
特にＡＳＥＡＮ諸国で、需要が高い施設管理、交通基盤、都市基盤といった公共インフラ整備と組み合わせた

モデルを構築しパッケージで提案。経済成長が著しいＡＳＥＡＮ諸国においては、特定地域に集中的にインフラ
建設の整備・都市開発が進められており、このような各種開発案件に「横串」でセンサーネットワークを組込んでい
くことがセンサーネットワークの普及を目指す上で有効。

② 利活用モデル ～相手国の社会的ニーズの高い分野を念頭においた利活用モデル～
センサーネットワーク上で「安心・安全」（防災、警備等）、「環境」、「医療」等といった相手国のニーズが高い分野
を中心にして、複数のアプリケーションが有効に機能し得るモデルを早急に構築し、提案。

 【提案ﾓﾃﾞﾙ】
センサーネットワークの実装が想定される分野は、大きく「地球環境」、「エネルギー」、「生産製造」、「施設設備」、「交通
基盤」、「都市基盤」の６つの類型に分類することが可能。

そのうえで、次の展開モデルを提案することが適当。

 【標準化への取組】
欧米（特にNIST）や中国等がセンサーネットワークを巡る標準化に取り組んでいるなか、我が国としても、引き続き、

各種規格の国際展開に積極的に対応することが必要。その際、センサーネットワークのモデルのグローバル展開と並行
して、特にアジア諸国とも連携した国際標準化活動を強化していくといった視点も重要。

 【優位なオペレーションノウハウを活かした提案】
センサーネットワークは、人やモノ、設備などの「状態」や「変化」を直接感知・認識して適切なサービスやオペレー

ションに結びつけることで新しい付加価値を創造するシステムであり、センサーネットワークシステムの有効性を示す上
では、そのオペレーションが重要な要素の一つ。

具体的には、高度なＩＣＴインフラが整備された国で、これほどの規模の災害に見舞われたケースは世界でも他に例
がないことを踏まえ、東日本大震災の際の情報収集・共有や情報インフラの復旧の過程で培った知見を、相手国と共
有するといった点も含めて我が国のオペレーションノウハウの優位性を活かした提案を行うことが重要。

 【重点対象国】
今後の経済成長性、企業の事業環境、他の社会インフラニーズのボリューム・整備状況等を踏まえ、インドネシア、

ベトナム、タイを重点対象国として選定することが適当。



http://www.asean.or.jp/ja/asean/know/country

人口(万人：09) 474

GDP per capita(US$：09) 38,446

GDP(億US$：09) 1,822

GDP CAGR(％：15/09) 5.95

人口(万人：09) 2,747

GDP per capita(US$：09) 7,029

GDP(億US$：09) 1,931

GDP CAGR(％：15/09) 8.50

人口(万人：09) 1,481

GDP per capita(US$：09) 667

GDP(億US$：09) 99

GDP CAGR(％：15/09) 10.33

人口(万人：09) 5,002

GDP per capita(US$：09) －

GDP(億US$：09) －

GDP CAGR(％：15/09) 3.74

人口(万人：09) 632

GDP per capita(US$：09) 940

GDP(億US$：09) 59

GDP CAGR(％：15/09) 9.20

人口(万人：09) 6,776

GDP per capita(US$：09) 3,893

GDP(億US$：09) 2,638

GDP CAGR(％：15/09) 8.39

人口(万人：09) 8,807

GDP per capita(US$：09) 1,023

GDP(億US$：09) 901

GDP CAGR(％：15/09) 11.73

人口(万人：09) 9,198

GDP per capita(US$：09) 1,753

GDP(億US$：09) 1,612

GDP CAGR(％：15/09) 7.72

人口(万人：09) 22,996

GDP per capita(US$：09) 2,349

GDP(億US$：09) 5,403

GDP CAGR(％：15/09) 13.81

人口(万人：09) 40

GDP per capita(US$：09) －

GDP(億US$：09) 105

GDP CAGR(％：15/09) 3.31

経済指標

（参考）ASEAN諸国の経済指標及び事業環境



http://www.asean.or.jp/ja/asean/know/country

ODA累計(億円：05-09) 3,194

進出日本企業数(2010) 1,025

事業拡大企業比率(％) 70.60

ICT/BB整備政策 あり

ODA累計(億円：05-09) 10,928

進出日本企業数(2010) 773

事業拡大企業比率(％) 50.30

ICT/BB整備政策 あり

ODA累計(億円：05-09) 2,252

進出日本企業数(2010) 14

事業拡大企業比率(％) －

ICT/BB整備政策 なし

ODA累計(億円：05-09) 6,292

進出日本企業数(2010) 12

事業拡大企業比率(％) －

ICT/BB整備政策 －

ODA累計(億円：05-09) 1,937

進出日本企業数(2010) 8

事業拡大企業比率(％) －

ICT/BB整備政策 なし

ODA累計(億円：05-09) 25,450

進出日本企業数(2010) 1,675

事業拡大企業比率(％) 65.90

ICT/BB整備政策 あり

ODA累計(億円：05-09) 17,397

進出日本企業数(2010) 454

事業拡大企業比率(％) 70.60

ICT/BB整備政策 あり

ODA累計(億円：05-09) 26,188

進出日本企業数(2010) 425

事業拡大企業比率(％) 43.50

ICT/BB整備政策 あり

ODA累計(億円：05-09) 50,754

進出日本企業数(2010) 692

事業拡大企業比率(％) 67.70

ICT/BB整備政策 あり

ODA累計(億円：05-09) －

進出日本企業数(2010) 4

事業拡大企業比率(％) －

ICT/BB整備政策 －

事業環境



４．ＡＳＥＡＮ諸国への提案例（社会インフラ組込モデル）

港湾部

高速道路（一般道）

地下鉄（電車）

都市部施設

水処理施設

河川湖沼域

工場等施設

センシングネットワークが
組込まれた社会インフラシステムの

統合データベース基盤・混雑状況
・課金情報（ETC） 等

・運行情報
・電力情報
・地震情報 等

・施設エネルギー情報
・セキュリティ情報 等

・物流監視
・潮位、波浪情報 等 ・流量・水位監視 等

・水質管理情報
・下水処理量情報 等

・再生可能エネルギー
・気象情報 等

ＩＰｖ６クラウドサービス
ＩａａＳ

ＰａａＳＳａａＳ



分散型発電システム
(エネルギー供給)

・・・

環境センサー

ＩＰｖ６クラウドサービス
ＩａａＳ

ＰａａＳＳａａＳ

居住施設

商業施設

宿泊施設

統合管理センタ

業務施設

医療施設

EVインフラ
(エネルギー消費)

データ集約
・送信ノード

データ集約
・送信ノード

ＩｏＴ／Ｆａｃｉｌｉｔｙ
ＩｏＴ／Ｇｒｅｅｎ

河川湖沼域

港湾部

Application

ＩｏＴ／Natural
山間部/森林地帯

【都市計画策定】
・道路/物流状況（人の動き）
・施設の稼働状況 等

【地域エネルギー需給管理】
・再生可能エネルギーによる供給
・施設のエネルギー需要 等 【防災】

・河川/山間部等の情報
・気象情報 等

【安心・安全（医療）】
・施設の稼働による見守り
・医療情報の共有 等

データ集約
・送信ノード

サ
イ
ネ
ー
ジ

施設管理者
(公的施設) ラーニング

研究機関

４．ＡＳＥＡＮ諸国への提案例（利活用モデル）



（参考）首都圏投資促進特別地域（ＭＰＡ）構想

• 2010年12月、両国の関係閣僚間で、
今後の進め方に関する協力覚書を調印

• 日本企業のインドネシア投資促進に向
け、まずニーズの高いジャカルタ首都圏
において、ハード（インフラ整備）・ソフト
（制度面での投資環境改善）の両面から、
両国協力のもと定期的に政策対話を進
めながら投資環境整備。

具体的には、①港湾、道路、空港イン
フラ、②工業団地の改善、③大規模都市
交通、④上下水道・廃棄物処理、⑤洪水
制御等を想定。

（注）現地日系企業からも強い期待が寄せられている

• 2012年半ばを目途にＪＩＣＡが中心となりジャカルタ首都圏Ｍ

ＰＡに関するマスタープランを両国で策定予定。具体的な事
業は、円借款やＰＰＰ事業等に結びつける方向。



（参考）ネットワークインフラと社会システムの関係

我が国センサーネットワーク関連技術の強みを発揮できる可能性が高いプロジェクトを抽出

アプリ
ケーショ
ン開発

都市・地域建物・構造物 広域・連携対象

システム
提供

運営・管
理ICT新

導入

③都市基盤整備

(面的開発)

スマートシティ／グリッド

都市開発

地域開発

工業団地開発

④大規模インフラ整備④大規模インフラ整備

環境モニタリング

農業育成管理

防災情報システム

基幹的高速鉄道

港湾、空港

②運営管理

上中下水管理

発電・送配電

マストラシステム

都市高速道路

(

高)
 ←

IC
T

の
重
層
度

→
 (

低)

①放送通信施設

放送センター

インターネット整備



（参考）センサーネットワークに係る標準化



（参考）東日本大震災からのテレコム関係の復旧状況等

(1) 主な被害状況
• 固定回線（加入電話＋ISDN）の利用不可約12,000回線（最大値約100万回線）
• 携帯電話基地局の停波4社合計で約370局（最大値約14,800局）

※ 固定電話の交換局（NTT東日本）については4月末までに一部の地域を除き復旧、携帯電話の通話エリアについては4月末
までに一部の地域を除き震災前と同等レベルまで復旧。

(2) 対応状況
• 衛星携帯電話の貸与1,211台（事業者分870台、総務省分（今回の地震に際し、国際電気通信連合から総務省に

無償供与された153台を含む）341台）
• 移動通信機器の無償貸与2,921台（事業者等分1,151台、総務省分1,770台）
• 事業者等で、移動電源車約90台、車載型携帯電話基地局17台を配備、特設公衆電話約1,200台を設置。

通信インフラ

(1)主な被害状況
• 宮城県でテレビジョン中継局の停波は56か所中1か所（損壊）。
（カバーするエリアのほぼ全域が津波により流出しているため、放送への実質的な影響はなし）

(2)対応状況
• 被災24市町からの申請を受けて臨時災害放送局（FM放送）の開設を臨機に許可（6月23日現在）。
• NHK、民放連に対し、災害に係る正確かつきめ細かな情報を国民に迅速に提供するよう、文書で要請（4月1日）。
• NHK、民放連、東北ラジオ各社へ災害情報伝達の充実について口頭要請（3月11日）。
• NHKの申請を受けて受信料免除措置を承認（3月16日）。
• NHKが各メーカーの協力を得て、避難所にテレビ（750台）やラジオ（760台）を設置中。パナソニック、ソニー等のラジ

オ（計4万台以上）も到着。
• 携帯用ラジオ1万台を被災地へ配布。

放送インフラ



（参考）東日本大震災における復旧・被災者支援に関する主な取組状況

平成23年６月6日情報通信審議会 情報通信政策部会（第37回）提出資料

■被災した通信インフラの復旧や被災地における被災者支援のため、通信各社等は、積極的な取組を実施。

①通信インフラ復旧に係る取組

●移動基地局車の配備、衛星利用の臨時基地局等の設置
【携帯各社】

●移動電源車の配備【ＮＴＴ東日本、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクモバイ

ル等】

●衛星通信回線の提供（超小型地球局の貸与）【スカパーＪＳＡＴ】

●ＭＣＡ無線エリア外の地域に臨時の中継局を設置
【移動無線センター】

●復旧エリアマップの公開や復旧情報等の提供【携帯・ＰＨＳ各社】

②被災者等の通信手段確保に係る取組

●公衆電話の無料化、特設公衆電話の設置【ＮＴＴ東日本】

●携帯電話端末、充電器等の無償貸与【携帯・ＰＨＳ各社】

●衛星携帯電話等の無償貸与【ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ等】

●ＭＣＡ無線機の無償貸与【移動無線センター】

●避難所等におけるインターネット接続環境の無償提供
【ＮＴＴ東日本、ＮＴＴドコモ、スカパーＪＳＡＴ、Ｊ：ＣＯＭ、マイクロソフト、ＵＱ等】

●公衆無線ＬＡＮエリアの無料開放
【ＮＴＴ東日本、ＮＴＴドコモ、ソフトバンクモバイル等】

（参考）総務省の取組

●衛星携帯電話、ＭＣＡ無線、簡易無線の無償貸与

●技術試験衛星（きずな）を用いた臨時の災害衛星通信回線
の提供協力（ＮＩＣＴがブロードバンド回線接続を提供）

●外国救援部隊からの無線局使用要請等について、臨機の措
置として免許を付与 等

④情報収集（安否確認、震災情報等）の支援

●災害用伝言ダイヤル､災害用Ｗｅｂ伝言板の提供【ＮＴＴ東日本、携帯・ＰＨ

Ｓ各社等】

●安否情報を登録・検索できるサイトの開設【グーグル】

●震災関連情報をまとめた特集サイトの設置
【ＮＥＣビッグローブ、グーグル、マイクロソフト、ヤフー等】

●東北６県のＦＭ局等を放送エリアに関係なく、ＰＣやスマートフォ
ンから無料で聴取できるサイトの開設【ＫＤＤＩ】

⑤情報発信のための支援

●アクセスの集中した公共機関等のウェブサイトのミラーサイト
の提供

【ＩＢＭ、グーグル、マイクロソフト、ヤフー等】

●被災地域の自治体やＮＰＯ等に対するクラウドサービスの無償
提供

【ＩＢＭ、ＮＥＣビッグローブ、グーグル、マイクロソフト等】

●被災地のサービス基本料金等の減免、利用料金支払期限の
延長 【通信各社】

●故障した携帯電話の修理費用の軽減【携帯各社】

③利用者料金の減免等



５．ASEAN地域へのシステム導入実現に向けた取組の概要

ASEAN地域へのシステム提案においては、その実効性を高めるためにも、以下の方針に基づ
いて今後の取組を検討していく必要がある。

官民一体の取組

関係企業が連携する体制を構築するとともに、総務省及び関係府省が必要に応じ連携しつ
つ、その活動を支援することにより、官民一体となった取組を展開する。

重点対象国（モデル国）の設定及び当該モデル国に対する先行的な取組の実施

センサーネットワークに対するニーズやインフラ等の状況を勘案し、重点対象国（モデル国）
を早期に選定の上、当該国に対する先行的な取組を実施する。

具体的な対応

① 短期的な対応

当面の対応として、我が国の技術シーズ及び相手国の社会的ニーズの双方の観点から
の対象分野を絞り込んだ上で、当該分野におけるＦ／Ｓ及び（必要に応じ）小規模実証実験
の実施による成果をアピールする。また、相手国に対して、①通信インフラ整備とセットでの
提案、②システムの多面的活用の検討も併せて行う。

② 中長期的な対応

中長期的には、モデル国における社会インフラ組込モデルの本格展開（実用化）を図ると
ともに、モデル国以外への展開活動の実施、ＡＳＥＡＮにおける各種計画・プランへのイン
プットを行う。



６．ASEAN地域へのシステム導入実現に向けたステップ①

短期的視点（１～２年程度）
①国内連携体制の構築

・センサーネットワークに関心を有する企業等により、対象とする国やシステムのイメージに応じて柔軟に対応できる連携体制を構築。
・総務省は、当該展開活動を支援するとともに、関係府省とも連携し、そのためのＯDAやファイナンス等のスキームの活用も検討。

②詳細な調査研究

・各国のセンサーネットワークに関するニーズや社会的課題、インフラその他の関連する社会経済状況等を詳細に調査。特に、ICT分野
のみならず、相手国の開発計画等を精査。
・得られた調査結果に基づき、展開対象として優先度の高い国に適したシステムの導入に向けて、標準化動向を注視しつつ、重点対象
国ごとの提案する具体的なシステムや解決すべき具体的課題や我が国がとるべきシナリオ（ファイナンススキームも含む。）についても検
討。検討結果については、関係者で情報共有するとともに、重点対象国での展開活動にも活用。

③相手国との協議

・重点対象国とされた国との間で、政府間の協議を行い、相手国のセンサーネットワーク関連機関や情報通信関連機関等の参画する両
国間の推進体制を構築。協議に際してはICT担当省庁のみならず、開発案件の担当省庁と広く連携。
・当該二国間協議を後押しするため、相手国関係者を我が国に招聘し、セミナーを開催すること等を通じて、我が国の技術や体制等へ
の信頼を高めるとともに、相手国の要望等を詳細に聴取。

④Ｆ／Ｓ（小規模な実証実験を含む）の実施

・重点対象国において、インフラ整備の状況、政策の動向、センサーネットワーク活用の可能性、課題解決へのニーズ等を調査し、我が
国提案モデルの高度化と現地化を検討・分析するためのＦ／Ｓを実施。
・必要に応じ、 Ｆ／Ｓを補完するため、システムイメージの一部分を切り出した形で、小規模な実証実験を実施。

⑤成果のアピール

・ＡＳＥＡＮ情報通信大臣会合（TELMIN）等の国際会議の場で、我が国のセンサーネットワークのシステムの導入の成功例や得られた成
果、導入によるメリット等を紹介し（或いは重点対象国から紹介してもらい）、他のASEAN諸国への展開に向けてアピールするとともに、各
国の関心や要望を聴取。

⑥成果のインプット

・我が国のセンサーネットワークのシステムの導入の成功例や得られた成果等を、ASEANに対するスマートネットワーク戦略にインプット
・当該成果は、ASEAN連結性マスタープランやASEAN ICTマスタープランへの協力にも活用



６．ASEAN地域へのシステム導入実現に向けたステップ②

長期的視点（３～５年程度）

⑦本格的なシステム導入に向けた検討

・短期的シナリオによるＦ／Ｓ、実証実験、セミナーを含む二国間協議といった取組を通じて得られた知見を活用し、本格的な導入に向け
た諸課題に対応するための、長期的な推進体制の確立や実行計画を策定

・特に、他の社会インフラ導入に併せたセンサーネットワーク導入に向けた具体的活動を展開。なかでも、都市開発等の複数インフラ整備
による複合的なプロジェクトが主流になるであろうことを踏まえ、このような大規模インフラ整備への組込を前提としたシステムをメニュー化
することが重要。

・重点対象国において導入されたシステムの高度化や適用範囲の拡大に向けて、課題の整理等の二国間協議を継続
・導入されたシステムの定着に向け、それに対応できる人材を育成するためのワークショップを開催し、相手国の自立発展性を促進

⑧他の国・地域／ＡＳＥＡＮ全域での展開についてのシナリオ作成

・ASEANスマートネットワーク戦略や、ASEAN ICTマスタープランの進捗状況を踏まえつつ、センサーネットワークに関するニーズや社会的
課題、インフラその他の関連する社会経済状況等を詳細に調査し、新たな重点対象国を選定。

・新たな重点対象国に対して、展開シナリオを作成するとともに、第一次の重点対象国と連携しつつ、システム導入を支援。
・また、併せてＡＳＥＡＮ内の各種枠組みを活用しつつ、ＡＳＥＡＮ全域での展開方策等について検討・推進。



2011‐2012（短期的視点） 2013‐2015（中長期的視点）

総務省会合

国内体制

重点対象国

他のASEAN
諸国

（参考）

ASEANに対する
ｽﾏｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸ戦略

2015
ｽﾏｰﾄNW

実現
（目標年次）

①国内連携体
制の構築

（フィードバック、情報共有）

⑦本格的なｼｽﾃﾑ導入に
向けた検討

■重点分野への展開に向けた検討
■他の社会インフラへの組込モデル
の実現（セミナー

・招聘）

ASEAN情報通信
大臣会合

他の国際会議

⑧他の国／ＡＳＥＡＮ全域での
展開についてのシナリオ作成■他のASEAN諸国でのニーズ把握

■成果の結合

日ASEAN官
民協議会

情報通信審
議会

6/3
分科会 グローバ

ル懇談会

■ ASEAN地域の各種計画（連結性マスター
プラン、ＩＣＴマスタープランへ等）への協力

②詳細な調査研
究（課題抽出等）

③相手国
との協議

⑤成果のアピール

⑥成果のインプット

④Ｆ／Ｓ（小規模な実証実験を含む）の実施

反映

６．ASEAN地域へのシステム導入実現に向けたステップ③



（参考資料）



Copyright (C) 2011 Mitsubishi Research Institute, Inc.

「ベトナム・インフラマップ」2011年3月ジェトロ・ハノイセン
ター

ハノイ環状道路、2011～2013 南北高速道路東側線（Da Nang～Quang Ngai間）、2011～2016、全長139.52 km

【参考１－１】ベトナムにおけるインフラ系プロジェクトの例



Copyright (C) 2011 Mitsubishi Research Institute, Inc.

「ベトナム・インフラマップ」2011年3月ジェトロ・ハノイセンター

Da Nang港 アップグレード、2009～2015ハノイ都市鉄道、2012～2020、1号～5号、JR東日本、日本工営等



Copyright (C) 2011 Mitsubishi Research Institute, Inc.

「ベトナム・インフラマップ」2011年3月ジェトロ・ハノイセンター

エコパーク、2009～2025、500ha、ハノイ中心部から10km、久米設計等ハイフォン都市開発＆工業団地、2010～、1,600ha、ハイフォン市中心から
5km



Copyright (C) 2011 Mitsubishi Research Institute, Inc.

「ベトナム・インフラマップ」2011年3月ジェトロ・ハノイセンター



Copyright (C) 2011 Mitsubishi Research Institute, Inc.

（参考）ベトナムにおける国際協力プロジェクト①



Copyright (C) 2011 Mitsubishi Research Institute, Inc.

「ベトナム・インフラマップ」2011年3月ジェトロ・ハノイセンター
注意：JICA資料より（2011年3月現在、前項とも）

（参考）ベトナムにおける国際協力プロジェクト②



Copyright (C) 2011 Mitsubishi Research Institute, Inc.

インドネシア経済回廊（IEDC）プロジェクト

2010年1月、インドネシアのハッタ・ラジャサ経済調整大臣と直嶋正行経済産業大臣（当時）との間で、
インドネシア経済回廊（IEDC：IndonesiaEconomic Development Corridor）プロジェクトの実現について
協力を進めていくことを確認

 インドネシア経済回廊構想においては、インドネシア国土を大きく6つの回廊に分け、①東スマトラ・北

西ジャワ②北ジャワ③カリマンタン④西スラウェシ⑤東ジャワ・バリ・東ヌサトゥンガラ⑥パプアそれぞ
れの回廊につき、今後発達させるべき重点産業分野を特定し、産業発展のために必要なインフラを
整備

出所：「日本貿易会 月報 2011年3月号 No.690 15 」 経済産業省資料より作成

【参考１－２】インドネシアにおけるインフラ系プロジェクトの例



Copyright (C) 2011 Mitsubishi Research Institute, Inc.

 MPA構想の下で日インドネシア間で議論されている暫定的早期事業（抜粋）

分野 優先事業 想定される事業概要（案） 「イ」国政府関係機関

物
流
・
交
通

公共
交通

ｼﾞｬｶﾙﾀMRTの整備：南北線(I期・II
期)､東西線

 ﾚﾊﾞｯｸ･ﾌﾞﾙｽ~ﾎﾃﾙｲﾝﾄﾞﾈｼｱ交差点(15.7km)におけるMRT建設

 ﾎﾃﾙｲﾝﾄﾞﾈｼｱ交差点~Kampung Bandang(7.8km)におけるMRT建設

 Balaraja~Cikarang間(78.2km)の範囲におけるMRT東西線建設

運輸省鉄道総局､ｼﾞｬ
ｶﾙﾀ特別州､MRTJ

首都圏通勤鉄道ｼｽﾃﾑの改善  ｼﾞｬﾜ幹線電化複々線化事業

 ｼﾞｬﾎﾞﾃﾞﾀﾍﾞｯｸ鉄道に対して､車両調達及び付随する鉄道施設改修に係る事
業

運輸省鉄道総局

道路 首都圏道路ﾈｯﾄﾜｰｸの改善  ｼﾞｬｶﾙﾀ､ﾒﾀﾞﾝ､ｽﾗﾊﾞﾔの都市内ﾌﾗｲｵｰﾊﾞｰ建設事業 公共事業省道路総局

都
市
環
境
整
備

電力 ｼﾞｬﾜ･ｽﾏﾄﾗ送電線整備  ｼﾞｬﾜ系統とｽﾏﾄﾗ系統を結ぶ海底部分を含む送電線の新設 PLN

西ｼﾞｬﾜ ｲﾝﾄﾞﾗﾏﾕ石炭火力発電所整
備

 ｲﾝﾄﾞﾗﾏﾕ石炭火力発電所(1号機(円借款対象候補)､2号機(ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのIPP事
業を想定))において､Clean Coal Technology導入を含む大規模石炭火力発
電所建設(1,000MW)

PLN

ﾊﾞﾝﾃﾝ石炭火力発電所整備  Banten市の近くで600MWの石炭火力発電所建設 PLN

ｶﾞｽ火力発電所及び液化天然ｶﾞｽ海
上貯蔵庫整備

 構想中 PLN

西ｼﾞｬﾜ ﾗｼﾞｬﾏﾝﾀﾞﾗ水力発電所整備  Saglin Dam下流に取水堰&開水路を建設し､流れ込み式発電(Head=30m) PLN

上下
水道

首都圏 水供給ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ  ｼﾞｬﾃｨﾙﾌｰﾙ給水事業：ｼﾞｬtｨﾙﾌｰﾙﾀﾞﾑを水源とするｼﾞｬｶﾙ､ﾌﾞｶｼ､ｶﾗﾜﾝへの水
供給のための浄水場､送水管の建設事業

公共事業省人間居住
総局

防水 ﾌﾟﾙｲｯﾄ排水ﾎﾟﾝﾌﾟ上の緊急改修  ｼﾞｬｶﾙﾀ中心市街の排水能力確保を目的としたﾌﾟﾙｲｯﾄ排水機場東排水機場
の回収を行うための事業

公共事業省人間居住
総局､ ｼﾞｬｶﾙﾀ特別州

工業
団地

ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨの構築(ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞの
ﾊﾟｲﾛｯﾄ事業)

 次世代電力網(ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ)のﾊﾟｲﾛｯﾄ事業を含む PLN

東部工業団地地域の道路網の改
善

 ﾌﾞｶｼ､ﾁｶﾗﾝｴﾘｱの団地間産業道路や南北道路等(案)の整備事業 公共事業省道路総局
､西ｼﾞｬﾜ州

出所：MPA第1回運営委員会共同会見資料



【参考２】東日本大震災による被害状況の推移（地理的分布）
平成23年６月6日情報通信審議会 情報通信政策部会（第37回）提出資料

３／２５（震災後２週間）
【NTT固定電話※ 】

り障回線数：約94,200回線
機能停止交換局数：72局

【携帯電話（ドコモ） ※ 】
停波基地局数：771局

４／１１（震災後１ヶ月）
【NTT固定電話※ 】

り障回線数：約54,800回線
機能停止交換局数：33局

【携帯電話（ドコモ） ※ 】
停波基地局数：612局

４／２５（震災後１．５ヶ月）
【NTT固定電話※ 】

り障回線数：約35,400回線
機能停止交換局数：22局

【携帯電話（ドコモ） ※ 】
停波基地局数：403局

※東北・関東地方における被害状況

※１

※２

※１ 利用者宅とＮＴＴ通信ビル間の回線切断等の可能性があるた
め、図中白い地域でも固定電話サービスを利用できない場合
があります。

※２ 東日本大震災発生以前において携帯電話サービスが利用可
能であった地域のうち、不通となっている地域を示します。



平成23年６月6日情報通信審議会 情報通信政策部会（第37回）提出資料

３／２５
（震災後２週間）

４／１１
（震災後１ヶ月）

４／２５
（震災後１．５ヶ月）

※１

※２

6/1現在、女川町出島と
江島以外の固定電話交
換局によるサービス不通
地域は復旧済

出島

江島

※１ 利用者宅とＮＴＴ通信ビル間の回線切断等の可能性があるた
め、図中白い地域でも固定電話サービスを利用できない場合
があります。

※２ 東日本大震災発生以前において携帯電話サービスが利用可
能であった地域のうち、不通となっている地域を示します。

③宮城県



④福島県

３／２５
（震災後２週間）

４／１１
（震災後１ヶ月）

４／２５
（震災後１．５ヶ月）

※１

※２

※１ 利用者宅とＮＴＴ通信ビル間の回線切断等の可能性があるた
め、図中白い地域でも固定電話サービスを利用できない場合
があります。

※２ 東日本大震災発生以前において携帯電話サービスが利用可
能であった地域のうち、不通となっている地域を示します。

平成23年６月6日情報通信審議会 情報通信政策部会（第37回）提出資料


	センサーネットワーク（本文）_Part1.pdf
	センサー（本文）_Part1.pdf
	センサー（本文）_Part2

	センサーネットワーク（本文）_Part２



